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きたぎん SDGs 経営サポートによる「SDGs 宣言」策定支援について 

～共進機材 株式会社～ 

 

株式会社北日本銀行（頭取 石塚恭路）は、取引先企業さまの SDGs への取り組みを評価分析し、

SDGs 経営を支援する「きたぎん SDGs 経営サポート」を取り扱っております。この度、本サービス

のうち Basic（基本版）を通じて、共進機材株式会社様（代表取締役 菅澤敬子）が SDGs 宣言を策

定されましたので、下記の通りお知らせいたします。 

 今後とも当行は、取引先企業さまの SDGs の取り組みを支援し、持続的な地域社会の実現に貢献

してまいります。 

記 

１． 会社概要 

会 社 名 共進機材株式会社 

所 在 地 〒983-0035 宮城県仙台市宮城野区日の出町 3 丁目 2-36 

代 表 者 代表取締役 菅澤敬子 

業 種 管工機材卸売業 

 

２． 重点項目 
 

 
 

３． きたぎん SDGs 経営サポートについて 

取引先企業さまの SDGs（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）への取り

組みを促進するため、取引先企業さまの SDGs の取り組み状況を確認し、優先課題を決定した

上で、目標設定を行うこと（Basic：基本版）、また、サプライチェーン分析による事業活動の

流れと SDGs 貢献度を分析し、未来志向の目標設定（Progress：発展版）をお手伝い致します。 

以 上 

 

 

 

［本件に関するお問い合わせ先］ 

営業統括部 事業コンサルティング室（担当：佐藤弘滋） TEL：080-8603-1669 



当社について

現状のSDGsに対するマテリアリティ（重要課題）

(所在地：宮城県仙台市）

企業概要

コンプライアンス・ガバナンス

マテリアリティ（重要課題）

既存の事業や製品・サービスとSDGsへの貢献、SDGs視点の新たな事業や製品・サー

ビス、新規事業投資または設備投資の際のSDGs考慮

コミュニケーションの促進、女性活躍の推進、従業員のキャリア開発

地域金融機関との連携

コンプラ体制の構築、不正の早期発見・防止策、消費者・顧客課題解決

大項目

SDGs戦略・推進

従業員の働きがい

地域社会への貢献

当社は管工機材総合商社として、生活者の皆様の暮らしを支えるため必要な管工機材、住宅設備

機器等の販売を東北6県を中心に展開しております。

私たちの仕事は地域と産業のパイプ役として、集合住宅、病院、学校、プラントなど様々な建築

物に欠かせない水まわり設備、空調設備等のライフラインに不可欠な製品を多種取り扱いしてお

ります。

今後、さらにお客様のお役に立ち、そして、地域経済の発展のため努力していく所存です。

写真1

写真2

共進機材 株式会社

代表取締役　菅澤 敬子



【企画・制作協力：株式会社日経リサーチ 「SDGs経営推進プロジェクト」】

マテリアリティ（重要課題）

共進機材 株式会社　SDGs宣言書

当社は、国際連合で採択された持続可能な開発目標（SDGs）の達成に、

以下のマテリアリティ（重要課題）への取り組みを通じて貢献します。

2022年2月7日

共進機材 株式会社

代表取締役　菅澤 敬子

SDGs戦略・推進

地球環境の向上を経営の重要課題と位置付け、環境と調和した事業活動を推進します。

・管工材販売を通じて、住みよいまちづくりに貢献します

・環境に配慮した製品の取り扱いを増やします

 ▼ 目標・取り組み内容

・設備投資基準にSDGsを考慮した社内基準を規定します

 従業員の働きがい

 ▼ 目標・取り組み内容

・経営方針を社内で共有し、従業員が損益に与える貢献度を評価します

・全体の30%女性採用、管理職の10%女性採用を目指します

・従業員一人当たり研修時間を10時間/年以上行います

ワークライフバランスと従業員の主体性を尊重し、安心して働ける職場づくりを目指します。

金融機関とパートナーシップを構築し、より良い企業づくりを通じて地域社会に貢献します。

 地域社会への貢献

 ▼ 目標・取り組み内容

・金融機関と連携し、SDGs関連投資を実施します

 ▼ 目標・取り組み内容

 コンプライアンス・ガバナンス

企業倫理に関する社内意識の向上と法令遵守を徹底します。

・顧客満足度調査に基づいたアクションプランを策定します

・社内監査を定期的に実施します

・コンプライアンス研修を実施します


